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１．はじめに 

「衣食住」というように、住宅は人間の生活にとっ

て基本的要件のひとつであり、住宅研究部は、国民

が健康で居心地のよい住宅で生活できることに、技

術的側面から貢献することを使命としている。以下、

住宅研究部が取り組んでいる代表的な研究を紹介す

る。 

２．住宅研究部が実現に関わる目標 

 住宅分野の関連施策の目標として、住生活基本法

に基づく「住生活基本計画」（全国計画、H23-32）

が定められており、これに基づいて諸施策が推進さ

れている。住宅研究部は、具体的には、この住生活

基本計画に定められた４つの目標の実現に向け、住

宅関連情報の分析、施策立案や技術の普及促進を目

的とした研究・開発を行う。 

【住生活基本計画における４つの目標】 

目標１：安全・安心で豊かな住生活を支える生活環

境の構築 

目標２：住宅の適正な管理及び再生 

目標３：多様な居住ニーズが適切に実現される住宅

市場の環境整備 

目標４：住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の

安定の確保 

 また、住生活基本計画の上記目標に加え、建築環

境分野については、住宅以外の建築物も含めて省エ

ネルギー性の向上を含めて、室内環境性能の向上に
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資する研究・開発を行う（表）。 

３．最近の成果とその普及に向けて 

1) 総プロ「中古住宅流通促進･ストック再生に向け

た既存住宅等の性能評価技術の開発」(H26年度終了） 

既存住宅の長期優良住宅化するリフォーム計画の

作成において、既存住宅の現況仕様を設定する基準

（案）をとりまとめ、設計者等が設計仕様を推定す

る際の実務を支援する材料・構法データベースと合

わせて提案、公開する予定。また、既存住宅のイン

スペクション等において、劣化実態に基づいて重点

を定めた迅速な現況検査法（案）を提示し、住宅性

能表示制度の評価方法基準等に反映される見込み。

また、既成住宅市街地における日照、採光等の相隣

環境水準の評価手法は、住宅品質確保促進法に基づ

く評価基準や長期優良住宅（新築及び既存）の認定

基準に係る技術的評価手法に反映される見込み。 

2)事項立て「高齢者の安心居住に向けた新たな住ま

いの整備手法に関する研究」(H25年度終了) 

超高齢社会が急速に進行し、急増する要介護高齢

者向けの安心で自立可能な住まいの確保が重要な政

策的課題となっている。本研究では、サービス付き

高齢者向け住宅のハード（建築・設備設計）及びソ

フト（生活支援サービス設計、サービス管理）の計

画手法を開発した1)。また、高齢者等の多様な心身

特性に応じた効果的な住宅バリアフリー改修の計画

手法を開発した2)。 

 

3)住宅建設事業調査費「大規模災害時における災害

公営住宅の的確な整備・供給方策に関する調査」（H25

年度終了） 

 H25年度調査結果を基に、東日本大震災において直

轄調査で作成された災害公営住宅の基本計画につい

て、検討経緯を含め、参照しやすい形で整理し、事

例集として取りまとめる。 

４．平成27年度から新たに取り組む代表的研究課題 

1) 総プロ「地域安心居住機能の戦略的ストックマネ

ジメント技術の開発」(H27-29年度） 

中長期的な人口構造や需要の変化、住宅個別の劣

化・状況・性能等に基づき、公営住宅を含む個別の

施設の最適な利活用（統合・廃止・再配置・長寿命

化等）の方針や、利用期間に応じた合理的な改修・

修繕内容を定める根拠となる技術手法の開発を目的

とする。これにより、公営住宅等長寿命化計画策定

指針の見直しに貢献し、地方公共団体において、将

来予測等や施設の現況に応じた、より効率的な長寿

命化計画の策定を可能とすることを目指す。 

2) 事項立て「共同住宅等における災害時の高齢者・

障がい者に向けた避難支援技術の評価基準の開発」

（H27-29年度） 

 共同住宅等における災害時の避難弱者に向けた支

援技術、いわゆる非常時のバリアフリーについては

課題が多いため、避難計画及び避難支援技術の体系

的整理をした上で、建築人間工学的実験に基づいた

下方避難支援技術並びに建築関連法令に向けた評価

基準の開発を行う。 

【参考】 

1)長谷川洋：サービス付き高齢者

向け住宅の計画手法に関する研

究、国総研報告（近刊） 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/s
iryou/rpn/rp_nilim.htm 
2)長谷川洋：住宅バリアフリー改

修のナレッジベース－高齢者等

のための住宅バリアフリー改修

の計画手法に関する研究－、国総

研資料（近刊） 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryo
u/tnn/tn_nilim.htm 
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